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�愛媛県告示第１０４５号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成２４年８月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０４６号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成２４年８月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０４７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２４年８月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示
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協定の適用を受けるものである。

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

音声、言語・肢体不自由・心臓・
じん臓・呼吸器・ぼうこう又は
直腸・小腸・免疫機能障害

内 科 愛南町国保一本松病
院 岸 田 正 人 南宇和郡愛南町一本松５０５６番地２ 平成

２４年８月１日

肢体不自由・心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸・小腸・
肝臓機能障害

内 科 医療法人綮愛会石川
病院 神 賀 代 四国中央市上分町７３２番地１ 平成

２４年８月１日

肢体不自由・心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸・小腸・
肝臓機能障害

内 科 西予市立野村病院 若 松 貴 哉 西予市野村町野村９号５３番地 平成
２４年８月１日

肢 体 不 自 由
整形外科、リ
ハビリテーシ
ョン科

高 津 診 療 所 � 江 政 志 新居浜市高津町３番２０号 平成
２４年８月１日

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

そがめ薬局福武店 西条市大町１０２－１ 有限会社テンタートル 薬局（育成医療・
更生医療）

平成２４年
８月１日

毎週（火・金）曜日発行 第２３９６号 平成２４年８月２１日

平成２４年８月２１日火曜日 第２３９６号
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�愛媛県告示第１０４８号
次の地籍調査の結果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

平成２４年８月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

今治市 馬越町４丁目等
３単位区域

平成２２年度から
平成２３年度まで

今治市の
地籍図及び地籍簿

２ 認証年月日

平成２４年８月２１日
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�愛媛県告示第１０４９号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

平成２４年８月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

西予市城川町田穂９９９、１０２３、１０２４

２ 指定の目的

土砂の崩壊の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び西予

市役所に備え置いて縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第１０５０号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定をする。

平成２４年８月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林の所在場所

八幡浜市郷２番耕地８８の３、２番耕地３３６、２番耕地３４０、２番

耕地３４７、２番耕地４２９、２番耕地４３５、２番耕地４３９、２番耕地４４

２の１、２番耕地４４２の３、２番耕地４４３から２番耕地４４５まで、２

番耕地４４６の２、２番耕地４５０、２番耕地４５３、２番耕地４５４、２番

耕地４５６、２番耕地４５８から２番耕地４６０の１まで、２番耕地４６４、

２番耕地４６６の１、２番耕地４６７、２番耕地４６８、２番耕地４７０から

２番耕地４７４まで、２番耕地４７６、２番耕地４７７、２番耕地４８０、２

番耕地４８２、２番耕地４８５から２番耕地４８７まで、２番耕地４８９、２

番耕地４９８、２番耕地５００の１、２番耕地５００の２、２番耕地５０１の

１、２番耕地５０１の２、２番耕地５０２、２番耕地５０４、２番耕地５０８、

２番耕地５１０、２番耕地５１１、２番耕地５１８、２番耕地５１９の１、２

番耕地５１９の２、２番耕地５２０の１、２番耕地５２０の２、２番耕地

５２１の２、２番耕地５２２から２番耕地５２５まで、２番耕地５３１、２番

耕地５３２、２番耕地５３６の１、２番耕地５３６の２、２番耕地５３７、２

番耕地５３８の１、２番耕地５３９の１、２番耕地５３９の２、２番耕地

５４０の１、２番耕地５４０の２、２番耕地５４１、２番耕地５４４の２、２

番耕地５４５の１、２番耕地５４６、２番耕地５４７、２番耕地５４９、２番

耕地５５２から２番耕地５５５まで、２番耕地５５９から２番耕地５６２まで、

２番耕地５６６から２番耕地５６８まで、２番耕地５７３、２番耕地５７５、

２番耕地５７７の１、２番耕地５７７の２、２番耕地５７８の１、２番耕

地５８０、２番耕地５８６、２番耕地５８８から２番耕地５９１まで、２番耕

地５９３の１、２番耕地５９３の２、２番耕地５９４、２番耕地５９５、２番

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

コープ三津 松山市高山町３４４１番
外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

三菱ＵＦＪリース株
式会社
代表取締役
小幡 尚孝

三菱ＵＦＪリース株
式会社
代表取締役
村田 隆一

平成２２年
６月２９日

平成２４年
８月７日

三菱ＵＦＪリース株
式会社
代表取締役
村田 隆一

三菱ＵＦＪリース株
式会社
代表取締役
白石 正

平成２４年
６月２８日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

生活協同組合コープ
えひめ
理事長 大川 耕三

生活協同組合コープ
えひめ
理事長 松本 等

平成２４年
６月２１日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成２４年８月２１日 第２３９６号

７１９



耕地５９６の１、２番耕地５９６の２、２番耕地５９７から２番耕地５９９ま

で、２番耕地６０２、２番耕地６０４、２番耕地６０５、２番耕地６０７、２

番耕地６１０、２番耕地６１１、２番耕地６１３、２番耕地６１４、２番耕地

６１６、２番耕地６１７の１、２番耕地６１７の３、２番耕地６１８、２番耕

地６２３、２番耕地６２４、２番耕地６２６、２番耕地６２８、２番耕地６３０、

２番耕地６３７、２番耕地６３８、２番耕地６４０、２番耕地６４１、２番耕

地６４３、２番耕地６４５、２番耕地６５２の１から２番耕地６５２の３まで、

２番耕地６５３、２番耕地６６９から２番耕地６７２の２まで、２番耕地

６７３、２番耕地６７４、２番耕地６７７、２番耕地６７９、２番耕地６８０の

１、２番耕地６８０の３、２番耕地６８１、２番耕地６８２の１、２番耕

地６８３、２番耕地６８４、２番耕地６８７、２番耕地６８８の１、２番耕地

６８８の２、２番耕地６８９、２番耕地６９０の１、２番耕地６９０の２、２

番耕地６９２の２、２番耕地６９８、２番耕地７０１、２番耕地７０２の２、

２番耕地７０３から２番耕地７０５まで、２番耕地７０７、２番耕地７０８、

２番耕地７１０から２番耕地７１２まで、２番耕地７２２、２番耕地７２３の

２、２番耕地７２３の３、２番耕地７２６、２番耕地７２７、２番耕地７３０、

２番耕地７３５、２番耕地７３６、２番耕地７３９、２番耕地７４４、２番耕

地７４６、２番耕地７５０の１、２番耕地７５０の２、２番耕地７５１、６番

耕地６、６番耕地７、６番耕地１０、６番耕地１２、６番耕地１４、６

番耕地２７から６番耕地３１まで、６番耕地３４の１、６番耕地３４の２、

６番耕地５３、６番耕地５６の１、６番耕地５６の２、６番耕地５７から

６番耕地５８の３まで、６番耕地５９から６番耕地６３の１まで、６番

耕地６３の３、６番耕地６６の１、６番耕地６７の１、６番耕地６７の２、

６番耕地６８の１、６番耕地６９から６番耕地７１の２まで、６番耕地

７２、６番耕地７４の１、６番耕地７４の２、６番耕地７５の１、６番耕

地７５の２、６番耕地７６の１、６番耕地７６の２、６番耕地７８から６

番耕地８０の１まで、６番耕地８１の２、６番耕地１１５の３、６番耕

地１１６、６番耕地１１７の１、６番耕地１１８から６番耕地１２２の２まで、

６番耕地１２３、６番耕地１２５、６番耕地１２７から６番耕地１２９の２ま

で、６番耕地１３０から６番耕地１３２の２まで、６番耕地１３３の１、

６番耕地１３３の２、６番耕地１３４から６番耕地１４０まで、６番耕地

１４２、６番耕地１４３、６番耕地１４６から６番耕地１４９の１まで、６番

耕地１５１、６番耕地１５３の１、６番耕地１５３の２、６番耕地１５４の１、

６番耕地１５４の３、６番耕地１５５から６番耕地１５７の２まで、６番

耕地１５８、６番耕地１５９、６番耕地１６３の１、６番耕地１６４の１、６

番耕地１６４の２、６番耕地１６５の１、６番耕地１６６の１、６番耕地

１６６の２、６番耕地１６７の２、６番耕地１６８から６番耕地１７１の２ま

で、６番耕地１７２の１から６番耕地１７２の３まで、６番耕地１７３、

６番耕地１８０、６番耕地１８１、６番耕地１８７の１、６番耕地１８８、６

番耕地１９１、６番耕地１９３、６番耕地１９８、６番耕地１９９の１、６番

耕地１９９の２、６番耕地２００、６番耕地２１０、６番耕地２１２、６番耕

地２１３、６番耕地２２３、６番耕地２２５、６番耕地２２９、６番耕地２３３、

６番耕地２３４、６番耕地２３６の２、６番耕地２３７、６番耕地２３８の１、

６番耕地２４０の２、６番耕地２４０の３、６番耕地２４５、６番耕地２５０、

６番耕地２５１、６番耕地２５２の２、６番耕地２５３、６番耕地２５８の１、

６番耕地２５８の２、６番耕地２５９、６番耕地２６０、６番耕地２６８、６

番耕地２７０の１、６番耕地２７２、６番耕地２７３、６番耕地２７５、６番

耕地２７６の１、６番耕地２７６の２、６番耕地２７７、６番耕地２７８の１、

６番耕地２７８の２、６番耕地２８０、６番耕地２８１の１、６番耕地２８１

の２、６番耕地２８２から６番耕地２８３の２まで、６番耕地２８４、６

番耕地２８６の１、６番耕地２８６の２、６番耕地２８７、６番耕地２８９の

１から６番耕地２８９の３まで、６番耕地２９０の１、６番耕地２９０の

２、６番耕地３０２、６番耕地３０４から６番耕地３０７まで、６番耕地

３０８の２、６番耕地３０９、６番耕地３１２の２、６番耕地３１６の１、６

番耕地３１６の２、６番耕地３１７、６番耕地３１８の１、６番耕地３１８の

２、６番耕地３１９の１、６番耕地３１９の２、６番耕地３２０、６番耕

地３２４、６番耕地３２５、６番耕地３３５の１から６番耕地３３５の３まで、

６番耕地３４１の１、６番耕地３４１の２、６番耕地３４４の１、６番耕

地３４４の２、６番耕地３４５の１、６番耕地３４５の２、６番耕地３４７、

６番耕地３４９から６番耕地３５１まで、６番耕地３５５の１、６番耕地

３５５の２、６番耕地３５６から６番耕地３６４まで、６番耕地３７５から６

番耕地３７９の２まで、６番耕地３８４から６番耕地３８６の１まで、６

番耕地３８８

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、関係書類を愛媛県庁及び八幡浜市

役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１０５１号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という。）第

２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する工事のしゅん

功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、今治市役所において告

示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧することができる。

平成２４年８月２１日

吉海港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 中 村 時 広

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 愛媛県知事 中村 時広

松山市岩崎町一丁目７番７号

２ 埋立区域

� 位置

今治市吉海町本庄９５１番４から９５１番６に至る地先公有水面

� 区域

次の地点のうち、１の地点から５の地点までを順次直線で結

んだ線、５の地点から１９３度００分００秒１６０．００メートルの地点を

中心とする半径１６０．００メートルの円で５の地点と６の地点を結

ぶ北東側の円弧、６の地点と７の地点を直線で結んだ線及び１

の地点と７の地点を結ぶ平成５年の秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ

＋３．３５メートル）における公有水面と陸地との境界線により囲

まれた区域

基点（津倉四等三角点）は、北緯３４度０９分１８秒、東経１３３度

０１分３４秒の地点

１の地点は、基点から１２４度２６分５５秒７９９．１９メートルの地点

愛 媛 県 報平成２４年８月２１日 第２３９６号
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公 告

２の地点は、１の地点から６４度３１分５２秒１７５．９５メートルの地

点

３の地点は、２の地点から１５４度５７分５３秒５．３０メートルの地

点

４の地点は、３の地点から６４度３４分０２秒１７５．４６メートルの地

点

５の地点は、４の地点から３３４度３８分４６秒５．３１メートルの地

点

６の地点は、５の地点から１５４度３２分５３秒２５０．０１メートルの

地点

７の地点は、６の地点から２４４度３２分３６秒３５１．３７メートルの

地点

� 面積

９７，３００．０７平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成６年８月３日 愛媛県指令港第２５９号

４ しゅん功認可年月日

平成２４年８月２１日

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２４年８月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

消防防災ヘリコプター４８００時間点検整備の委託

� 委託業務名及び数量

愛媛県消防防災ヘリコプター「えひめ２１」４８００時間点検及び

耐空検査、無線検査等業務 一式

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 委託期間

契約の翌日から平成２５年３月２０日まで

� 委託業務の履行場所

仕様書による。

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の５％に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）を

もって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載す

ること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２２年度、平成２３年度及び平成２４年度の

製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認め

られた業者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成２４年

度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有する

と認められた者であること。

� 点検の開始日までに点検できる体制が整備されていることを

証明した者であること。証明にあたっては、過去３年間におい

て官公庁が所有する「川崎式ＢＫ１１７Ｃ－１型」と同機種を日

本国において点検整備した実績等を証明する書類（契約書等）

又は「川崎式ＢＫ１１７Ｃ－１型」について航空法施行規則第３６

�愛媛県告示第１０５２号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２４年８月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般・特－２２）第１７２９号 平成２２年
６月３日 �りくう 福山 茂幸 喜多郡内子町１２９４－１ 平成２４年

７月１９日

建築工事業、大工工事業
左官工事業、屋根工事業
電気工事業、管工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
鉄筋工事業、板金工事業
ガラス工事業、防水工事業
内装仕上工事業
熱絶縁工事業
電気通信工事業
造園工事業、建具工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－２３）第１２３０６号 平成２３年
７月２６日 �熊野建設 熊野 健一 喜多郡内子町２９３５ 平成２４年

７月２０日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２３）第６４４号 平成２３年
６月２３日 田中建設� 田中 康司 西宇和郡伊方町仁田之浜

１０４０－１
平成２４年
７月１９日

建築工事業、管工事業
造園工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－２１）第１５７２１号 平成２２年
３月２３日 真穴水道設備� 石崎 久次 八幡浜市穴井４－１６３ 平成２４年

７月２３日

大工工事業、屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
内装仕上工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１９）第１２７３１号 平成１９年
７月２１日 鬼北興業 清水 孝夫 北宇和郡鬼北町大字奈良

３８５６
平成２４年
７月２５日 土木工事業 建設業の廃止

（法人成り）

（般－２４）第１５００２号 平成２４年
５月１３日 小川電工 小川 永二 南宇和郡愛南町緑乙１２１７ 平成２４年

７月１３日 電気工事業 建設業の廃止
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条における事業場認定を受けた者であることを証明する書類

（事業場認定書（写）等）を提示すると共に、明確な方法によ

りおこなうこと。

� 開札をする日において、知事が行う指名停止の期間中でない

者であること。

� 愛媛県消防防災ヘリコプター４８００時間点検及び耐空検査、無

線検査等業務の技術上の確認を行う確認整備士が、航空法第２３

条の規定に基づく証した書類（別紙１）を「ア」に掲げる期間

までに「イ」に掲げる場所へ持参又は郵送（書留郵便等の配達

記録が残るものに限る。）により提出した者であること。

ア 平成２４年８月２８日（火）から平成２４年９月５日（水）まで

の執務時間中（午前８時３０分から午後５時１５分まで）。なお、

郵送による場合にあっては、平成２４年９月５日（水）の午後

５時１５分までに「イ」に揚げる場所に必着のこと。

イ 受付場所

愛媛県県民環境部防災局消防防災安全課消防係（愛媛県庁

舎第一別館３階）

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９４１―２１１１（代表）

（０８９）９１２―２３１６（直通）

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県県民環境部防災局消防防災安全課消防係

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９４１―２１１１（代表）

（０８９）９１２―２３１６（直通）

� 入札書の受領期限

平成２４年１０月１日（月）午後２時００分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２４年１０月１日（月）午後２時００分

愛媛県庁舎第一別館３階 災害対策室Ａ

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

ア この一般競争入札に参加を希望するものは、知事が必要と

認めた場合、この公告に示した業務を受託できることを証明

する書類を、入札書の提出に先立って提出しなければならな

い。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場

合は、これに応じなければならない。

イ 入札書は封印し、受領期限までに提出しなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を受託できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Periodical Inspection for Ehime Prefectural Rescue Helicopter

� ４８００―hour Inspection，etc

	 Airworthiness Inspection


 Radio Transmission Inspection

� Time limit of tender：２：００ p．m．，１ October２０１２

� For further information，please contact： Fire Prevention，

Traffic Safety，Fire and Disaster Prevention Division，Disaster

Prevention Subdepartment，Public Affairs and Environment

Department，Ehime Prefectural Government，４―４―２

Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２３１６

平成２４年８月２１日 発行

愛 媛 県 報平成２４年８月２１日 第２３９６号

７２２


